








榊 愛，坂本 淳二，平田 陽子 
 
Questionnaire Survey of Disaster Prevention Consciousness in Neyagawa city 
















近年、日本各地で自然災害が多発している。特に、2018 年 6 月に発生した大阪北部地震、
9 月に発生した台風 21 号は、摂南大学がある寝屋川市にも被害をもたらした。2018 年 6 月
18 日午前 7 時 58 分に発生した大阪北部地震（M6.1）は、大阪府北部を震源とし、最大震度
6 弱を記録した。震源地近くに位置する寝屋川市では最大震度 5 強を観測し、軽傷者 9 名の
人的被害、半壊 8 棟および一部損壊 1,469 棟の建物被害が発生した［ 1］。さらにライフライ
ンの停止や公共交通機関の麻痺などによって、住民の生活に不便や混乱が生じた。 
そこで 2018 年 11 月に寝屋川市の木造密集住宅地区にある 5 つの自治会を対象として、
大阪北部地震直後の被害と行動、防災意識に関するアンケート調査を実施した［ 2］。その結
果、次のことが明らかになった。①住宅の被害が小さく避難の必要性を感じなかったため、
9 割が避難しなかった ②約 7 割が今後の地震に対して自宅の強度に不安を感じており、住





























本アンケート調査は、2019 年 11～ 12 月に実施した。表 1 にアンケート調査票の質問項目
を示す。基本属性や防災意識などの５つの大項目で構成し、計 30 の質問項目を設定した。 
表 1 調査票 質問項目（全 30 項目）  
大項目  質問数  質問内容  
基本属性  8 性別 *／年齢 *／家族構成 *／居住歴 *／  
被災経験 *（経験がある場合は災害名称 ***）／  
住宅種別 *／住宅構造 *／住宅築年数 * 
防災意識  5 不安を感じる自然災害 **／不安を感じる二次災害 **／  




7 ハザードマップの認知度 *／ハザードマップの掲載情報 **／  
ハザードマップが役に立つ理由 **／  
指定避難所の認知度 *／災害時の情報収集媒体 *／  
災害時の主な情報収集源 *／災害時の家族との連絡手段の決定 * 
防災対策と  
自治体への要望  
5 実施済みの防災対策 **／防災グッズの中身 **／  
避難ルートへの不満や意見 **／避難所に関する不安 **／  
寝屋川市の防災対策への要望 ** 
地域・近隣交流  5 近隣交流の程度 *／交流のある年代・程度 *／  
地区の災害上の課題の相談頻度（大阪北部地震前・後） *／  
地区の災害被害に関する相談内容（大阪北部地震後） **／  
定住意向 * 






 表 2 に調査票の配布・回収方法と回収率を示す。 
 調査票の配布対象地は大阪府寝屋川市にある 50 町丁とし、世帯数を参考に町丁ごとに配
布数を決定した。配布総数は 9,949 票で、配布対象地域の総世帯数（42,920 世帯）に対す





数 2,566 票／配布総数 9,949 票）であった。なお、回答者については、調査票に同封した
お願い文で「世帯主もしくはそれに準ずる人」と説明して依頼した。 
 
表 2 調査票の配 布 ・回 収 方 法 と回 収 率  
配布対象  寝屋川市内 50 町丁の戸建住宅・長屋・低層集合住宅  
配布方法  
2019 年 11 月 5・ 6 日、戸別投函により配布  
配布総数： 9,949 票  
回収方法  2019 年 11 月 5 日～ 2019 年 12 月 11 日、返信用封筒にて郵送で回収  
回収率  





回収数を確保するために寝屋川市にある 177 の町丁から世帯数が 400 以上の町丁を抜き出
した後、高層集合住宅は配布対象外であるため、大規模な集合住宅が集中する町丁を除外
した。そして寝屋川市全域に対して偏らないように 50 の町丁を選定した。 
さらに地域特性を踏まえて考察するために、「地勢」「想定される災害」「市街化」の観点












国土地理院 治水地形分類図（更新版 2007～ 2014 年）［ 4］上に作成  
図 1 対象 50 町丁と地域区分図  
 






回答者の男女の割合は、ほぼ同程度（男性 45.3%、女性 47.9%、無回答 6.9%）であった。 
図 2 に回答者の年齢を示す。65 歳以上の回答者が全体の 6 割弱（57.4%）で、最も多いの
は 70 歳代で全体の約 3 分の 1（32.8%）を占めていた。寝屋川市人口統計［ 6］では、65 歳以
上は 33.5% (※ )であるため、本調査の回答者は寝屋川市の年齢分布に比べて高齢者の割合が












①淀川沿川浸水地域 10 17,381 7,732 1,800 23.3% 437 24.3
②淀川内陸浸水地域 9 19,443 8,719 2,000 22.9% 488 24.4
③寝屋川・古川浸水地域 4 7,086 3,368 850 25.2% 207 24.4
④市街地浸水地域 4 7,986 3,744 800 21.4% 211 26.4
⑤市街地丘陵地域 3 10,484 4,467 1,100 24.6% 312 28.4
⑥丘陵北部地域 6 10,257 4,438 1,000 22.5% 319 31.9
⑦丘陵南部地域 9 13,404 5,832 1,353 23.2% 348 25.7
⑧木造密集住宅地域 5 9,515 4,620 1,046 22.6% 243 23.2
不明 1
対象地域合計 50 95,556 42,920 9,949 23.2% 2,566 25.8
寝屋川市人口統計（2019年9月1日）［5］ 177 232,097 109,918



















号（2018 年）、大阪北部地震（2018 年）、第 2 室戸台風（1961 年）、平成 24 年短時間豪雨










図 3 回答者の家族構成（N=2,504）  
 
 居住歴 
図 4 に現在住んでいる場所における居住歴を示す。対象地域全体では、40 年以上前から
住む居住歴の長い回答者が 30%を超えており、それ以外の 10 年未満、11～20 年、21～30 年、
31～40 年は、16%前後で同程度であった。地域別の結果では大きな差は見られないが、寝屋


























































表 4 に住宅の構造と建築年を示す。木造住宅が全体の 8 割弱（78.3%）を占めていた。建
築年については、全体の約 3 割（30.9%）が 1980 年以前に建築された住宅に住んでおり、
1981 年の建築基準法改正前の耐震基準で建築された住宅に住んでいることがわかる。 
 





図 5 に現在住んでいる場所で不安な自然災害を地域別に集計した結果を示す。 
対象地域全体では「地震」「暴風」「大雨」の順で回答割合が高かった。2018 年に発生し










































































10年未満 11～20年 21～30年 31～40年 40年以上 わからない 無回答居住歴
人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合
木造 672 26.2% 652 25.4% 521 20.3% 65 2.5% 98 3.8% 2008 78.3%
非木造 110 4.3% 182 7.1% 150 5.8% 18 0.7% 32 1.2% 492 19.2%
混構造 6 0.2% 11 0.4% 6 0.2% 0 0.0% 3 0.1% 26 1.0%
わからない 3 0.1% 7 0.3% 12 0.5% 3 0.1% 2 0.1% 27 1.1%
無回答 3 0.1% 5 0.2% 3 0.1% 2 0.1% 0 0.0% 13 0.5%
合計 794 30.9% 857 33.4% 692 27.0% 88 3.4% 135 5.3% 2566 100.0%
　　　　 建築年
構造












図 5 地域別 不安な自然災害（N=2,566 複数回答）  
 
 定住意向 
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地震 暴風 大雨 河川氾濫 落雷 津波 土砂崩れ その他






図 6 地域別 定住意向（N=2,566）  
3.3 地域活動・近隣交流 


























































































































マップを所有していた。          図 8 ハザードマップの認知度（N=2,566） 
住民が注目している情報を調べるために、回答時点で記憶しているハザードマップに掲



















































































指定避難場所 洪水危険地域 土砂災害危険地域 震度分布図 浸水継続時間 その他


















































「身体上参加が難しい」の回答は、高齢になるほど回答割合が増え、70 代では 5 割を、
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（ a）停電への不安と懐中電灯の備え     （ b）断水への不安と備蓄品の備え  
 
  
（ c）家具の転倒への不安と家具固定の実施  （ d）携帯電話が使えないことへの不安と  
                      モバイルバッテリーの備え  
図 14 主な二次災害に対する不安感と対策の実践  
 
4 結論 
本研究では、2018 年に大阪北部地震と台風 21 号で被害を受けた寝屋川市にある 50 町丁
を対象に、住民の防災意識に関するアンケート調査を実施した。地域特性を踏まえて８つ
の地域に区分して考察し、防災意識、近隣とのコミュニティの実態、今後必要な対策など、
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